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証券コード：1961
2019 年６月６日

株主各位
東京都中央区明石町８番１号

三機工業株式会社
代表取締役社長 長谷川 勉

第95回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜わり厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第95回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記株主総
会参考書類をご検討くださいまして、2019年６月26日（水曜日）午後５時までに議決権を行使していただきたくお願い申しあげます。
〔書面による議決権行使の場合〕
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示され、上記の行使期限までに到着するようご返送ください。
〔インターネットによる議決権行使の場合〕
　３頁に記載の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご確認のうえ、当社の指定する議決権行使サイト
(https://www.web54.net)にアクセスしていただき、画面の案内に従って、上記の行使期限までに賛否をご入力ください。

敬 具
記

1．日 時 2019年６月27日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
2．場 所 東京都千代田区内幸町一丁目１番１号 帝国ホテル東京 本館４階 桜の間
3．目的事項 報告事項 （1）第95期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）事業報告の内容、連結計

算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
（2）第95期（2018年４月１日から2019年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役12名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上
1. 本株主総会招集ご通知及び株主総会参考書類の英訳は、インターネットの当社ウェブサイト(https://www.sanki.co.jp/）に掲載い
たします。

2. 本株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令
及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.sanki.co.jp/）に掲載しておりますので、本株主総会招集
ご通知添付書類には掲載しておりません。なお、本株主総会招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類
は、会計監査人及び監査役が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算書類の一部であります。

3. 添付書類及び株主総会参考書類に修正すべき事情が生じた場合は、インターネットの当社ウェブサイト（https://www.sanki.co.jp/)
において、修正後の事項を掲載させていただきます。

4. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
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議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件
当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけております。株

主に対する利益還元策の基本は配当政策と認識しており、これまでも事業の継続的発展と株主に
対する短期的な還元とのバランスを考慮し、安定的な配当を基本としつつ業績等に応じて増配を
実施してまいりました。
当期の期末配当につきましては、当期の連結業績、利益水準、株主の皆様のご支援等を総合的

に勘案した結果、特別配当を加え、以下のとおりとさせていただきたいと存じます。

１.期末配当に関する事項
（1）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき金40円
　（うち、普通配当20円・特別配当20円）
　 総額2,383,738,480円
（2）剰余金の配当が効力を生じる日
　 2019年６月28日
　なお、１株につき20円の中間配当を実施しておりますので、当期の配当金は１株につき、
あわせて60円となります。

２.その他の剰余金の処分に関する事項
（1）減少する剰余金の項目及びその額
　 別途積立金 15,000,000,000円
（2）増加する剰余金の項目及びその額
　 繰越利益剰余金 15,000,000,000円
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第２号議案 取締役12名選任の件
　取締役全員（12名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役12名の選
任をお願いするものであります。

取締役候補者は次のとおりであります。
候補者
番 号 氏 名 現在の地位及び担当 取締役会

出席状況

1 再 任 梶
かじ

　浦
うら

　卓
たく

　一
いち 取締役会長

取締役会議長
100％

（13回／13回）

2 再 任
は せ がわ つとむ

長谷川 勉 代表取締役社長執行役員 100％
（13回／13回）

3 再 任 玖
く

　村
むら

　信
のぶ

　夫
お 代表取締役副社長執行役員

最高財務責任者
100％

（13回／13回）

4 再 任 藤
ふじ

　井
い

　日出
ひ で

海
み

代表取締役副社長執行役員総務人事本部長 100％
（13回／13回）

5 再 任 三
みつ

　石
いし

　栄
えい

　司
じ

取締役専務執行役員建築設備事業本部長 100％
（13回／13回）

6 再 任
もと まつ たかし

本 松 卓 取締役専務執行役員プラント設備事業本部長 92％
（12回／13回）

7 再 任 石
いし

　田
だ

　博
ひろ

　一
かず

取締役専務執行役員経営企画室長 100％
（13回／13回）

8 再 任 工
く

　藤
どう

　正
まさ

　之
ゆき

取締役常務執行役員 100%
（11回／11回）

9 再 任 古
こ

　村
むら

　昌
まさ

　人
と

取締役 100％
（11回／11回）

10 再 任 山
やま

　本
もと

　幸
ゆき

　央
てる 社 外

独立役員
社外取締役 100％

（13回／13回）

11 再 任
ぬか が まこと

額 賀 信
社 外
独立役員

社外取締役 100％
（13回／13回）

12 再 任 柏
かし

　倉
くら

　和
かず

　彦
ひこ 社 外

独立役員
社外取締役 100%

（11回／11回）
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生年月日

1943年９月22日生

所有する当社株式数

83,200株

候補者
番 号 1 梶

か じ う ら

浦 卓
た く い ち

一 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1968年４月 当社入社
2003年６月 同取締役空調衛生副事業部長
2004年６月 同常務執行役員空調衛生副事業部長
2005年４月 同常務執行役員営業本部長
2005年６月 同専務執行役員営業本部長
2007年６月 同取締役専務執行役員営業本部長
2008年４月 同取締役専務執行役員

建設設備事業本部長

2010年４月 同代表取締役副社長執行役員
建設設備事業本部長

2011年４月 同代表取締役副社長執行役員
2012年４月 同取締役
2012年４月 同代表取締役社長執行役員
2015年４月 同代表取締役会長
2016年４月 同代表取締役会長、取締役会議長
2017年４月 同取締役会長、取締役会議長

現在に至る

選任理由

梶浦卓一氏は、取締役会議長として、また、非業務執行取締役として、取締役会の機能強化に取り組んで
います。各種経済団体等での活動にも手腕を発揮しており、これらの卓越した経験と識見は当社のコーポ
レートガバナンスの充実に当たり欠かせないものと判断し、取締役候補者といたしました。

生年月日

1953年３月４日生

所有する当社株式数

25,200株

候補者
番 号 2

は せ が わ つとむ

長谷川 勉 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1975年４月 当社入社
2008年６月 同執行役員建設設備事業本部

東京副支社長
2009年４月 同執行役員建設設備事業本部

事業戦略本部長
2010年４月 同上席執行役員建設設備事業本部

東京支社長
2011年４月 同常務執行役員東京支社長

2012年４月 同専務執行役員営業統括本部長
2012年６月 同取締役専務執行役員

営業統括本部長
2013年４月 同代表取締役専務執行役員

建築設備事業本部長
2015年４月 同代表取締役社長執行役員

現在に至る

選任理由

長谷川勉氏は、代表取締役社長として当社グループ全体の意思決定において常にリーダーシップを発揮し
ています。また、社員とのコミュニケーションを大切にし、働き方改革の推進においても自ら先頭に立っ
て行動しています。これらの経営者としての資質と人間的な魅力は全社員の結束力を生み出し、当社グル
ープの企業価値向上のために欠かせない人材であると判断し、取締役候補者といたしました。
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生年月日

1949年11月１日生

所有する当社株式数

24,800株

候補者
番 号 3 玖

く む ら

村 信
の ぶ お

夫 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1972年４月 当社入社
2005年６月 同執行役員関西副支店長
2008年４月 同執行役員建設設備事業本部

関西副支社長
2009年４月 同常務執行役員建設設備事業本部

関西支社長
2011年４月 同常務執行役員関西支社長
2013年４月 同常務執行役員

関西支社長（西日本担当）
2013年６月 同取締役常務執行役員

関西支社長（西日本担当）

2014年６月 同取締役常務執行役員
ＣＳＲ推進本部長

2015年４月 同取締役専務執行役員
ＣＳＲ推進本部長

2017年４月 同代表取締役副社長執行役員
2018年８月 同代表取締役副社長執行役員、

最高財務責任者
現在に至る

＜担当＞
ＣＳＲ推進本部、主査室、経理本部、不動産事業
統括室

選任理由

玖村信夫氏は、建築設備事業の実務と部門経営を長年にわたり経験しております。それを基礎として現在
は代表取締役副社長執行役員、最高財務責任者として常に社長を補佐するとともに、ＣＳＲ推進部門と経
理部門とを担当しています。これらの経験と豊富な識見が当社のコーポレートガバナンスを強化する上で
欠かせないものと判断し、取締役候補者といたしました。

生年月日

1951年１月１日生

所有する当社株式数

19,400株

候補者
番 号 4 藤

ふ じ い

井 日出
ひ で

海
み

再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1973年４月 当社入社
2006年６月 同執行役員中国支店長
2008年４月 同執行役員建設設備事業本部

東京副支社長
2010年３月 同退任
2010年４月 三機テクノサポート株式会社

代表取締役社長
2012年３月 同退任
2012年４月 当社常務執行役員東京支社長
2013年４月 同常務執行役員

東京支社長（東日本担当）
2013年６月 同取締役常務執行役員

東京支社長（東日本担当）

2014年６月 同取締役常務執行役員
建築設備副事業本部長
（東日本・西日本統括）

2015年４月 同取締役専務執行役員
建築設備事業本部長

2017年４月 同代表取締役副社長執行役員
2019年４月 同代表取締役副社長執行役員

総務人事本部長
現在に至る

＜担当＞
情報システム室、総務人事本部

選任理由

藤井日出海氏は、当社グループの建築設備事業の部門経営を長年にわたり経験しております。それを基礎
として現在は代表取締役副社長執行役員として常に社長を補佐するとともに、総務人事部門および情報シ
ステム部門を担当しています。これらの経験と豊富な識見が当社の継続的な成長に欠かせないものと判断
し、取締役候補者といたしました。
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生年月日

1952年２月24日生

所有する当社株式数

22,700株

候補者
番 号 5 三

み つ い し

石 栄
え い じ

司 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1972年４月 当社入社
2011年４月 同執行役員中部副支社長
2013年４月 同常務執行役員中部支社長
2017年４月 同専務執行役員

建築設備事業本部長

2017年６月 同取締役専務執行役員
建築設備事業本部長
現在に至る

＜担当＞
建築設備事業本部、安全衛生品質環境推進室

選任理由

三石栄司氏は、建築設備事業の実務と部門経営を長年にわたり経験しております。それを基礎として現在
は建築設備事業部門の責任者として優れた経営手腕を発揮しています。この経験と経営手腕は当社の企業
価値をさらに高めるために不可欠と判断し、取締役候補者といたしました。

生年月日

1953年２月１日生

所有する当社株式数

14,600株

候補者
番 号 6

も と ま つ たかし

本松 卓 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1976年４月 当社入社
2012年４月 同執行役員環境システム副事業部長
2012年10月 同執行役員環境システム事業部長
2014年６月 同常務執行役員

プラント設備事業本部長兼
環境システム事業部長

2015年４月 同常務執行役員
プラント設備事業本部長

2015年６月 同取締役常務執行役員
プラント設備事業本部長

2018年４月 同取締役専務執行役員
プラント設備事業本部長
現在に至る

＜担当＞
プラント設備事業本部

選任理由

本松 卓氏は、環境システム事業の実務と部門経営を長年にわたり経験しております。それを基礎として
現在は機械システム事業部門と環境システム事業部門とを担当しています。この経験と優れた経営手腕は
当社の企業価値をさらに向上させるために不可欠と判断し、取締役候補者といたしました。
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生年月日

1959年１月22日生

所有する当社株式数

19,200株

候補者
番 号 7 石

い し だ

田 博
ひ ろ か ず

一 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1983年４月 当社入社
2012年４月 同執行役員営業統括副本部長
2013年４月 同執行役員北海道支店長
2016年４月 同常務執行役員

建築設備事業本部営業統括本部長

2017年６月 同取締役常務執行役員
建築設備事業本部営業統括本部長

2018年４月 同取締役専務執行役員
経営企画室長
現在に至る

＜担当＞
経営企画室

選任理由

石田博一氏は、建築設備事業の実務と部門経営を長年にわたり経験しており、現在は経営企画室長として
当社グループの経営全般に関与し、当社の企業価値向上に大きく貢献しています。これまでの経験と当社
グループの事業経営に対する識見は当社のさらなる発展に不可欠と判断し、取締役候補者といたしまし
た。

生年月日

1959年６月27日生

所有する当社株式数

7,800株

候補者
番 号 8 工

く ど う

藤 正
ま さ ゆ き

之 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1985年４月 当社入社
2014年６月 同執行役員

ファシリティシステム事業部長
2017年４月 同常務執行役員

建築設備副事業本部長

2018年４月 同常務執行役員
2018年６月 同取締役常務執行役員

現在に至る
＜担当＞
ファシリティシステム事業部、海外事業部

選任理由

工藤正之氏は、建築設備事業部門の技術者として海外を含む多くの実務経験を有しています。また、ファ
シリティシステム事業の部門経営も長年経験し、両部門の事業について熟知しています。それを基礎とし
て現在は海外事業、ファシリティシステム事業の担当役員としてその手腕を発揮しています。これらの当
社における経験と識見が当社の経営に不可欠と判断し、取締役候補者といたしました。
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生年月日

1947年７月12日生

所有する当社株式数

41,400株

候補者
番 号 9 古

こ む ら

村 昌
ま さ と

人 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1971年４月 明治生命保険相互会社入社
1997年７月 同取締役財務業務部長
2000年４月 同常務取締役
2004年１月 明治安田生命保険相互会社

専務取締役資産運用部門長
2005年11月 同退任
2006年６月 東和興産株式会社代表取締役会長
2007年６月 同退任

当社取締役専務執行役員
ＣＳＲ推進本部長

2012年４月 同取締役
2012年６月 同取締役専務執行役員

ＣＳＲ推進本部長
2014年６月 同常勤監査役
2018年６月 同取締役

現在に至る

選任理由

古村昌人氏は、生命保険会社の資産運用部門に長年在籍し、財務・会計分野に精通しています。また、当
社においても不動産管理子会社の経営、および環境システム事業部門とCSR推進部門との担当役員を経験
し幅広い識見を有しています。さらに２０１４年６月から当社の常勤監査役に就任し、コーポレートガバ
ナンスの向上に貢献してまいりました。これらの豊富な業務経験と識見を活かしたく、引き続き非業務執
行取締役候補者といたしました。

生年月日

1953年６月３日生

所有する当社株式数

5,500株

候補者
番 号 10 山

や ま も と

本 幸
ゆ き て る

央 社 外 独立役員 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1977年４月 三井生命保険相互会社入社
2008年６月 三井生命保険株式会社

取締役常務執行役員
2009年４月 同代表取締役社長

社長執行役員業務改善推進本部長
2012年４月 同代表取締役社長

社長執行役員（ＣＯＯ）

2013年６月 同特別顧問
2014年６月 当社社外取締役

現在に至る
2015年４月 三井生命保険株式会社顧問
2017年３月 同退任

選任理由

山本幸央氏は、三井生命保険株式会社の代表取締役社長等を歴任しており、また、２０１３年８月から２
０１７年３月まで一般社団法人日本経済団体連合会の常任幹事としても活動し、会社経営に関する豊富な
業務経験と幅広い知識を有しています。その経歴を通じて培った経験と識見を活かしたく、引き続き社外
取締役候補者といたしました。
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生年月日

1946年12月21日生

所有する当社株式数

8,600株

候補者
番 号 11

ぬ か が まこと

額賀 信 社 外 独立役員 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1970年４月 日本銀行入行
1988年５月 同調査統計局外国調査課長
1990年５月 同経営管理局経営企画課長
1991年５月 同国際局総務課長
1992年５月 同新潟支店長
1994年９月 同考査局考査役
1996年３月 同神戸支店長
1997年10月 同退職

株式会社ちばぎん総合研究所
取締役副社長

1998年６月 同取締役社長
2010年６月 同取締役会長
2010年12月 同退任
2011年１月 独立行政法人勤労者退職金共済

機構理事長
2015年９月 同退任
2016年６月 当社社外取締役

現在に至る

選任理由

額賀 信氏は、日本銀行に長年在籍し、主要部門の管理職を歴任し、また、株式会社ちばぎん総合研究所
の取締役社長や独立行政法人勤労者退職金共済機構の理事長を歴任する等豊富な業務経験と幅広い知識を
有しています。その経歴を通じて培った経験と識見を活かしたく、引き続き社外取締役候補者といたしま
した。

生年月日

1954年４月13日生

所有する当社株式数

600株

候補者
番 号 12 柏

か し く ら

倉 和
か ず ひ こ

彦 社 外 独立役員 再 任

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1977年４月 株式会社三井銀行入行
2005年６月 株式会社三井住友銀行執行役員

業務監査部長
2008年４月 同執行役員
2008年４月 同退任
2008年５月 ＳＭＢＣスタッフサービス株式会社

代表取締役社長
2013年５月 同退任

2013年６月 ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社
代表取締役社長

2017年６月 同代表取締役会長
2018年６月 当社社外取締役

現在に至る
ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社
代表取締役会長退任

選任理由

柏倉和彦氏は、株式会社三井住友銀行の執行役員をはじめ、同グループ会社の経営者を歴任し、企業経営
に関する豊富な経験と幅広い識見を有しています。その経歴を通じて培った経験と識見を活かしたく、引
き続き社外取締役候補者といたしました。
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（注）1．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2．（1）山本幸央、額賀 信、柏倉和彦の各氏は、社外取締役候補者であります。
（2）当社は、山本幸央、額賀 信、柏倉和彦の各氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主
と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出ており、各氏が取締役に再任
され就任した場合には、各氏は引き続き独立役員となる予定であります。

3．社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について
（1）山本幸央氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって５年であります。
（2）額賀 信氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって３年であります。
（3）柏倉和彦氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって１年であります。

4．取締役候補者との責任限定契約について
　当社は、梶浦卓一、古村昌人、山本幸央、額賀 信、柏倉和彦の各氏と会社法第423条第１項の
賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金１千万円と法令
の定める最低限度額とのいずれか高い額であります。
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第３号議案 監査役２名選任の件
　監査役 井口武雄、則定 衛の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監
査役２名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

生年月日

1944年12月５日生

所有する当社株式数

な し

候補者
番 号 １

あ と み ゆたか

跡見 裕 社 外 独立役員 新 任

略歴、地位及び重要な兼職の状況

1970年４月 東京大学医学部第一外科医員
1988年６月 カリフォルニア大学サンフランシ

スコ校外科客員研究員
1989年２月 東京大学医学部第一外科助手
1992年７月 同医学部第一外科講師
1992年10月 杏林大学医学部第一外科教授

1998年４月 同医学部付属病院副院長
2004年４月 同医学部長
2010年４月 同学長
2018年４月 同名誉学長

現在に至る
（重要な兼職の状況）
　杏林大学名誉学長
大日本住友製薬株式会社社外取締役

選任理由

跡見 裕氏は、大学において長く教育・研究に携わり、杏林大学の学長を務めるなど、高い見識と大学経
営における豊富な経験を有しております。その経歴を通じて培った経験と識見を当社の客観的かつ公正な
立場での監査に活かしたく、社外監査役候補者といたしました。なお、同氏は、社外役員以外の方法で会
社経営に関与したことはありませんが、上記理由に基づき、当社の社外監査役としての職務を適切に遂行
することができるものと判断しております。
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生年月日

1948年11月30日生

所有する当社株式数

な し

候補者
番 号 ２ 江

え が し ら と し あ き

頭 敏明 社 外 独立役員 新 任

略歴、地位及び重要な兼職の状況

1972年４月 大正海上火災保険株式会社入社
2006年６月 三井住友海上火災保険株式会社

代表取締役社長
2008年４月 三井住友海上グループホールディ

ングス株式会社代表取締役社長
2010年４月 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグル

ープホールディングス株式会社
代表取締役社長、社長執行役員
三井住友海上火災保険株式会社
代表取締役会長、会長執行役員

2014年６月 ＭＳ＆ＡＤインシュアランスグル
ープホールディングス株式会社
代表取締役、執行役員

2016年４月 同代表取締役
三井住友海上火災保険株式会社
取締役常任顧問

2016年６月 同常任顧問
現在に至る

（重要な兼職の状況）
三井住友海上火災保険株式会社常任顧問
三井不動産株式会社社外取締役

選任理由

江頭敏明氏は、三井住友海上火災保険株式会社の代表取締役社長等を歴任しており、会社経営に関する豊
富な業務経験と幅広い知識を有しております。その経歴を通じて培った経験と識見を当社の客観的かつ公
正な立場での監査に活かしたく、社外監査役候補者といたしました。

（注）1．候補者と当社との特別の利害関係について
　跡見裕氏は、杏林大学名誉学長を兼職しており、当社は、同大学と建築設備工事請負契約等の取
引があります。
　江頭敏明氏は、三井住友海上火災保険株式会社の常任顧問を兼職しており、当社は、同社と建築
設備工事請負契約及び損害保険契約等の取引があります。

2．(1) 跡見裕、江頭敏明の両氏は、社外監査役候補者であり、上記（注）1.に記載しました杏林大学
及び三井住友海上火災保険株式会社との取引は、直前３事業年度の連結売上高比において最大
でもそれぞれ0.73％、0.14％であることから、当社が定める社外役員の独立性基準の要件を満
たしております。

(2) 当社は、跡見裕、江頭敏明の両氏が監査役に選任され就任した場合には、両氏を東京証券取引
所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届
け出る予定であります。

3．監査役候補者との責任限定契約について
　当社は、跡見裕、江頭敏明の両氏が監査役に選任され就任した場合には、両氏との間で、会社法
第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度
額は、金１千万円と法令の定める最低限度額とのいずれか高い額であります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件
本総会開催の時をもって、2018年６月27日開催の第94回定時株主総会において選任いただい
た補欠監査役 阿部隆哉氏の選任の効力が失効しますので、あらためて、監査役が法令に定める
員数を欠くことになる時に備え、予め補欠監査役として同氏の選任をお願いするものでありま
す。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は次のとおりであります。

生年月日

1952年２月19日生

所有する当社株式数

な し

阿
あ べ

部 隆
た か や

哉 社 外 独立役員 再 任

略歴、地位及び重要な兼職の状況

1982年１月 新和監査法人入所
1984年４月 公認会計士登録
1995年５月 朝日監査法人社員
2001年５月 同代表社員
2010年７月 有限責任あずさ監査法人パートナー

2014年６月 同退所
2014年７月 阿部公認会計士事務所開設

現在に至る
（重要な兼職の状況）
公認会計士（阿部公認会計士事務所）

選任理由

阿部隆哉氏は、公認会計士として培われた専門的な知識・経験等を当社の監査体制に活かしていただくた
め、補欠の社外監査役候補者といたしました。

（注）1．候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2．（1）候補者は補欠の社外監査役候補者であります。
（2）当社は、阿部隆哉氏が監査役に就任した場合には、同氏を東京証券取引所が指定を義務付ける
一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

3．補欠の社外監査役候補者との責任限定契約について
当社は、阿部隆哉氏が監査役に就任した場合には、同氏と会社法第423条第１項の賠償責任を限
定する契約を締結する予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金１千万円と法令の定め
る最低限度額とのいずれか高い額となります。

以 上
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＜ご参考資料＞
【取締役及び監査役候補者の指名方針】
　当社では、「三機工業コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定し、取締役及び監査役候
補者の指名方針を以下のとおり定めております。

１．取締役候補者について
（取締役候補者指名方針）
① 取締役会は、豊富な実務経験と知識、高い識見と倫理観を有し、次に記載する取締役及び取締役会の役割
を果たすことが見込まれる人物を取締役候補者として指名する。

② 社外取締役候補者については、前項に加え、独立・客観的な立場からの助言が期待できる人物を指名する。
③ 取締役の解任提案にあたっては、健康上の理由から職務の継続が困難になった場合、および任務を怠った
ことにより企業価値を毀損させた場合、人事報酬諮問委員会の検討を経て取締役会が審議する。

（取締役及び取締役会の役割）
① 取締役及び取締役会は、株主の負託を受け、効率的かつ実効的なコーポレートガバナンスを実現し、会社
の重要な意思決定を行うとともに職務の執行に対する監督を行うことにより、持続的な成長と中長期的な企
業価値の向上の実現に努める。

② 取締役及び取締役会は、内部統制システムの構築、リスク管理体制の整備及び適時適切な情報開示に努める。
③ 取締役会は、最高経営責任者の後継者選定に関し随時状況の監督を行う。
④ 取締役会は、利益相反取引に関する手続きを定め、取引の審議・承認を行う。

２．監査役候補者について
（監査役候補者指名方針）
① 取締役会は、事前に監査役会の同意を得たうえで、高い識見と倫理観を有し、次に記載する監査役の役割
を果たすことが見込まれる人物を監査役候補者として指名する。

② 社外監査役候補者については、前項に加え、独立・客観的な立場からの助言が期待できる人物を指名する。
③ 監査役のうち１名は財務・会計に関する適切な知見を有する者を候補者として指名するよう努める。

（監査役の役割）
　監査役は、取締役会と協働して監督機能の一翼を担い、株主の負託を受けた独任制の機関として、取締役の
職務の執行を監査することにより、ステークホルダーとの適切な協働を確保しつつ、健全で持続的な成長と中
長期的な企業価値の向上を実現し、社会的信頼に応える良質なコーポレートガバナンス体制の確立に努める。

宝印刷株式会社 2019年05月31日 19時31分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

17

【社外役員の独立性基準】
　当社では、「社外役員の独立性基準」を定め、以下の各項目のいずれにも該当しない者を独立役
員として指定しております。

１．当社を主要な取引先（注１）とする者又はその者が法人等（注２）である場合にはその業務執行者（注３）
２．当社の主要な取引先（注１）、主要な借入先（注４）又はその者が法人等（注２）である場合はその業務

執行者（注３）
３．当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（注５）を得ているコンサルタント、会計専門家又は法

律専門家
４．最近（注６）において上記１号～上記３号のいずれかに該当していた者
５．次の（イ）～（ニ）までのいずれかに該当する者の二親等以内の親族（ただし、離婚、離縁等などによっ
て親族関係が解消されている者を除く）

　 （イ）上記１号～上記４号までに掲げる者
　 （ロ）当社の子会社の業務執行者（注３）
　 （ハ）当社の子会社の非業務執行取締役（社外監査役を独立役員に指定する場合）
　 （ニ）最近（注６）において上記（ロ）、（ハ）又は当社の業務執行者（注３）に該当していた者
６．最近（注６）において、当社の主要株主のうち、保有割合が３年以上連続して10％以上の株主又はその

者が法人等（注２）である場合にはその業務執行者（注３）

（注１）「主要な取引先」とは、原則として当社の年間連結売上高の３％以上を３年以上連続している場合を
いう

（2018年度を基準とすると年間連結売上高の３％は、約6,369百万円となります）
（注２）「法人等」とは、法人及び組合等法人以外の団体（農業協同組合、管理組合等）をいう
（注３）「業務執行者」とは、業務執行取締役及び従業員のうち部門長（本部長、事業部長、支店長）クラス

の管理職並びにこれと同等程度に重要な地位にある者をいう
（注４）「主要な借入先」とは、原則として各事業年度末時点における借入残高が同時点における当社の連結

総資産の２％以上である状態が３年以上連続している場合をいう
（2018年度を基準とすると連結総資産の２％は、約3,906百万円となります）

（注５）「多額の金銭その他の財産」とは、金額に換算して年間１千万円以上をいう
（注６）「最近」とは、株主総会に提出する選任議案を決定する時点から起算して５年前までをいう
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1 企業集団の現況に関する事項
１. 事業の経過及びその成果

当連結会計年度の我が国経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善するなか、緩やかな回
復基調にありましたが、海外経済の減速に伴う輸出の低迷などから先行き不透明な状況が続
いております。
建設投資につきましては、公共投資は前年度から同水準を維持しており、国内の民間設備
投資は企業収益が高水準で推移するなか、人手不足への対応や生産性向上を目的とした設備
投資の増加等を背景に堅調に推移しております。
このような環境のなかで当社グループは、中期経営計画 “Century 2025” Phase1の最
終年度を迎え、３年間の総仕上げとして、重点課題である「技術力の継承」「ストック時代
への備え」「次世代技術開発」への取り組みを成果につなげ、次の飛躍に向けた基盤を確立
するため、計画の着実な実行に取り組んでまいりました。また、2018年10月には、そうし
た基盤づくりの一環として構築を進めてきた「三機テクノセンター」（神奈川県大和市）が
竣工し、コア事業の発展を担う戦略拠点として稼働を開始しました。さらに、コーポレート
ガバナンスの一層の強化に取り組み、コンプライアンスの徹底を土台として、持続的な成長
と中長期的な企業価値の向上に鋭意努力を重ねてまいりました。
その結果、当連結会計年度における当社グループの業績は次のとおりとなりました。

受注高 2,170億 96百万円 前年度比 13.6％増

売上高 2,123億 14百万円 前年度比 24.8％増

次期繰越受注高 1,494億 95百万円 前年度比 3.3％増

営業利益 106億 37百万円 前年度比 61.3％増

経常利益 112億 4百万円 前年度比 50.7％増
親会社株主に帰属する
当期純利益 90億 46百万円 前年度比131.6％増
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受注高につきましては、前年度を13.6％上回る2,170億９千６百万円となりました。
なお、当社単独の受注高の発注者別内訳は、民間工事87.1％、官庁工事12.9％であり、
特命比率は54.0％であります。

売上高につきましては、2,123億１千４百万円と前年度と比較し、24.8％の増収となり、
翌年度への繰越受注高は、前年度末と比べて47億８千２百万円、率にして3.3％増加し、
1,494億９千５百万円となりました。

利益面につきましては、増収及び工事採算の改善等により、営業利益は106億３千７百万
円（前年同期比61.3％増）、経常利益は112億４百万円（前年同期比50.7％増）、親会社株
主に帰属する当期純利益は90億４千６百万円（前年同期比131.6％増）と、すべての利益
項目で増益となり、前年度から引き続き高い利益水準を維持しております。
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セグメントの状況
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主な受注工事、完成工事及び期末手持工事は次のとおりであります。
主な受注工事

物件名 工事種目 所在地
邑智郡総合事務組合新可燃ごみ共同処理施設建設工事 廃棄物処理設備工事 島根
資生堂／（仮称）彩都東部地区新拠点建設プロジェクト 空調・衛生設備工事 大阪
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社
山形テクノロジーセンター 空調・電気設備工事 山形

虎ノ門・麻布台地区第一種市街地再開発事業に係るＢ－１
街区施設建築物等新築（全体共用等工区） 空調設備工事 東京

ＮＧＫセラミックデバイス多治見工場 空調設備工事 岐阜

主な完成工事
物件名 工事種目 所在地

トヨタ自動車ＰＩ棟プロジェクト 空調・電気設備工事 愛知
日本橋二丁目地区第一種市街地再開発事業（Ｃ・Ｄ街区） 衛生・電気設備工事 東京
ＮＧＫセラミックデバイス多治見工場 空調設備工事 岐阜
東芝メモリ四日市工場２６０棟第３期 空調設備工事 三重
福岡高地家簡裁庁舎 新営機械設備工事 福岡

主な期末手持工事
物件名 工事種目 所在地

天山地区エネルギー回収型廃棄物処理施設 建設・運営事業 佐賀
虎ノ門一丁目地区第一種市街地再開発事業 空調設備工事 東京
資生堂／（仮称）彩都東部地区新拠点建設プロジェクト 空調・衛生設備工事 大阪
ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社
山形テクノロジーセンター 空調・電気設備工事 山形

虎ノ門・麻布台地区第一種市街地再開発事業に係るＢ－１
街区施設建築物等新築（全体共用等工区） 空調設備工事 東京
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当社グループの当期におけるセグメント別の連結受注高・売上高・次期繰越受注高は次のとお
りであります。
　

当期受注高 当期売上高 次期繰越受注高

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

建築設備 182,533百万円 84％ 179,300百万円 84％ 112,113百万円 75％

機械システム 12,049 6 11,791 6 5,563 4

環境システム 21,705 10 20,471 10 32,047 21

プラント設備計 33,755 16 32,263 16 37,611 25

設備工事事業計 216,288 100 211,563 100 149,724 100

不動産事業 1,926 1 1,926 1 ― ―

その他 960 0 718 0 293 0

調整額（注） △2,078 △1 △1,893 △1 △522 △0

合計 217,096 100 212,314 100 149,495 100

（注）各セグメントに含まれている内部取引は、「調整額」で消去しております。

なお、当社の当期における部門別受注高・売上高・次期繰越受注高は次のとおりであります。
　

当期受注高 当期売上高 次期繰越受注高

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

設
備
工
事
事
業

建
築
設
備

ビル空調衛生 59,390百万円 30％ 65,880百万円 34％ 51,225百万円 38％

産業空調 81,336 41 72,215 38 40,804 30

電気 22,755 11 22,494 12 15,376 12

ファシリティシステム 10,070 5 10,284 5 2,728 2

計 173,553 87 170,875 89 110,135 82
プ
ラ
ン
ト
設
備

機械システム 11,011 6 10,995 6 5,215 4

環境システム 12,838 6 8,385 4 19,491 14

計 23,850 12 19,381 10 24,706 18

計 197,403 99 190,256 99 134,842 100

不動産事業 1,926 1 1,926 1 ― ―

合計 199,329 100 192,183 100 134,842 100
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２．資金調達の状況
特記すべき事項はありません。

３．設備投資の状況
当期中に実施いたしました設備投資の総額は56億円余であります。このうち主なものは
当社総合研修・研究施設「三機テクノセンター」の建設工事にかかるものであります。

４．対処すべき課題
2016年度～2018年度は、中期経営計画 “Century 2025” Phase1の期間でした。こ
の期間に、当社グループは重点施策である「コア事業の強化」「成長戦略の推進」「三機ブラ
ンドの向上」を推進しました。具体的には、総合研修・研究施設「三機テクノセンター」を
完成させて技術と人の「質」を高める中核施設として稼働を開始したことや、改訂コーポレ
ートガバナンス・コードに対応すべく当社グループのガイドラインを見直し、コーポレート
ガバナンスの強化を図ったことが挙げられます。また、政策保有株式については、保有の目
的及び経済合理性の定期的な検証により縮減を行ってまいりました。これらの結果として、
Phase1最終年度の業績目標を達成することができました。
2019年度～2021年度はPhase2の期間となります。Phase2では「信頼」を高めること
を新たなテーマとして掲げております。Phase1の「質」を高める取り組みを継続するとと
もに、新たに「財務・資本政策」と「ESG方針」の開示及び「情報発信力の強化」による企
業理解の促進に取り組むことで、ステークホルダーの皆様の当社グループに対するご理解を
深めていきたいと考えております。
事業環境については、脱炭素化の動き、少子高齢化、働き方改革の進展等、大きく社会環
境が変化していると認識しております。これらに対処すべく、「省エネルギー・創エネルギ
ー事業」、「省力化・自動化事業」、独自の働き方改革である長時間労働の解消等、働きやす
い環境づくりを目的とした「スマイル・プロジェクト」を推進してまいります。
各事業の環境と課題については、次のように認識しております。
・建築設備事業では、都市部の再開発案件や製造業の旺盛な設備投資需要が続いておりま
す。貿易摩擦などによる世界的な経済の減速が懸念されておりますが、直ちに建築設備
事業分野の極端な需要減が起こるとは考えておらず、今後もおおむね堅調な市場環境が
続くものと見込んでおります。当社グループでは、「過重労働の回避を考慮した受注」、
「省エネルギーシステムの開発」及び「ICT・BIMなどデジタルツールの活用による施工
品質の向上」を目指してまいります。
・機械システム事業では、労働人口の減少に伴う省力化・自動化ニーズや、物流施設への
設備投資が拡大しております。当社グループでは、2019年度稼働予定の新工場「大和
プロダクトセンター」を活用して、ロボットとコンベヤを組み合わせたハイブリッドシ
ステムなどの製品・サービス拡大を進めてまいります。
・環境システム事業では、下水処理施設・廃棄物処理施設などの公共施設において施設建
設のみならず維持・管理まで含めた対応が求められております。当社グループでは、
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PPPやPFIなど民間資金活用事業に積極的に取り組むとともに、引き続き省エネルギ
ー・創エネルギー事業を拡大してまいります。
財務・資本政策の基本方針としては、次のように考えております。
・将来への投資については、R&D（研究開発）・設備投資・教育等を強化してまいります。
・ステークホルダーへの還元については、総還元性向を目標値として定め、安定的かつ継
続的な株主への還元、支払条件改善等による取引先への資金還元を実施してまいりま
す。
・資本効率の向上を目指し、政策保有株式の縮減を継続してまいります。また、自己資本
の構成を見直し、資本政策の柔軟性と機動性を確保いたします。
ESG方針としては、次のように考えております。
・E（環境）については、事業活動を通じて、脱炭素化・省エネルギー・創エネルギー等
の地球環境問題解決に貢献します。また、「SANKI YOUエコ貢献ポイント」や「三機
の森」育成、植林プロジェクトなどの社会貢献も積極的に実施してまいります。
・S（社会）については、働き方改革を重要課題と捉え、当社独自の働き方改革「スマイ
ル・プロジェクト」を継続するとともに、コミュニケーションの活性化により、多様な
人財が働きやすい職場環境の整備に努めてまいります。さらに、環境活動をはじめ、文
化・スポーツ支援等を積極的に実施してまいります。
・G（企業統治）については、「三機工業コーポレートガバナンス・ガイドライン」に基
づき、より良いガバナンスに向けた取り組みを継続してまいります。

こうした活動を通じて、Phase2では、以下の目標の達成を目指してまいります。

① Phase2業績目標
Phase1からの持続的な成長を目指してまいります。 （単位：億円）

Phase1 実績 Phase2 目標
2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

売上高 1,685 1,701 2,123 2,000
売上総利益 225 250 316 300 310 320
経常利益 68 74 112 90 95 100
目標設定の考え方：2018年度は、期中の旺盛な当社製造業顧客の設備投資により、好業績となりまし

た。2019年度以降は、それらの減速の可能性も考慮し目標設定しております。
② Phase2最終年度
・経常利益率 ：5.0％以上
・ROE（自己資本当期純利益率）：8.0％以上
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③ Phase2期間中の目標
・配当 ：１株当たり年間配当金60円以上
・自己株式取得：500万株程度
・総還元性向 ：70%以上

以上の取り組みにより、すべてのステークホルダーの皆様からさらなる「信頼」をいただ
けるよう努めてまいります。

当社グループは、長期ビジョンを実現し「選ばれる」会社となるため、引き続き環境変化
に柔軟に対応できる企業体制を構築しつつ、新技術の開発、コーポレートガバナンスの一層
の強化に取り組み、コンプライアンスの徹底を土台として、持続的な成長と中長期的な企業
価値の向上に向け鋭意努力を重ねてまいります。
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５．財産及び損益の状況
❶企業集団の財産及び損益の状況

区分 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度(当期)
受注高 183,270百万円 185,880百万円 191,113百万円 217,096百万円
売上高 178,901百万円 168,512百万円 170,157百万円 212,314百万円
親会社株主に帰属する
当期純利益 5,327百万円 4,698百万円 3,906百万円 9,046百万円

１株当たり当期純利益 83円84銭 73円91銭 63円02銭 150円02銭
総資産 169,423百万円 166,612百万円 177,014百万円 195,321百万円
純資産 84,557百万円 85,961百万円 86,191百万円 89,772百万円
（注）2018年度(当期)から「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号）に伴う、「会社法施行規則及び会社計

算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号）を適用しており、2017年度の総資産は当該会計基準等を遡って適用した後の
金額を記載しております。

2018年度（当期）は、着実な受注活動の成果から受注高が大幅に増加したことにより増
収となりました。利益面につきましては、増収及び工事採算の改善等により増益となりまし
た。
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❷当社の財産及び損益の状況
　

区分 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度(当期)

受注高 162,122百万円 158,772百万円 174,724百万円 199,329百万円

売上高 162,378百万円 150,645百万円 151,584百万円 192,183百万円

当期純利益 4,890百万円 3,797百万円 2,646百万円 8,079百万円

１株当たり当期純利益 76円95銭 59円75銭 42円69銭 133円98銭

総資産 165,797百万円 160,571百万円 168,561百万円 184,118百万円

純資産 81,965百万円 81,750百万円 79,349百万円 81,638百万円
（注）2018年度(当期)から「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号）に伴う、「会社法施行規則及び会社計

算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号）を適用しており、2017年度の総資産は当該会計基準等を遡って適用した後の
金額を記載しております。

2018年度（当期）の状況につきましては、前項「企業集団の財産及び損益の状況」に記
載のとおりであり、追記すべき事項はありません。
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６．重要な子会社の状況
❶重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容

三機テクノサポート株式会社 100百万円 100％ 設備工事事業

三機産業設備株式会社 20百万円 100％ 〃

三機化工建設株式会社 80百万円 100％ 〃

三機環境サービス株式会社 50百万円 100％ 〃

三機パートナーズ株式会社 10百万円 100％ 保険・リース・人材派遣事業

AQUACONSULT Anlagenbau GmbH 18千ユーロ 100％ 散気装置製造販売事業
THAI SANKI ENGINEERING &
CONSTRUCTION CO.,LTD. 16,000千タイ・バーツ 49％ 設備工事事業

（注）1．上記の子会社は連結子会社であります。
2．三機パートナーズ株式会社については、セグメント上は「その他」に含めております。また、
AQUACONSULT Anlagenbau GmbHについては、セグメント上は設備工事事業の「環境システ
ム」に含めております。

❷企業結合の成果
当社の連結子会社は７社あり、連結決算の概要は、１企業集団の現況に関する事項１．事
業の経過及びその成果、並びに５．財産及び損益の状況に記載のとおりであります。
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７．主要な事業内容
当社グループは、当社及び関係会社12社（うち連結子会社７社）で構成されており、主
たる事業である設備工事事業のほか、不動産の賃貸・管理事業等を行っております。なお、
設備工事事業では、次のような建築設備及びプラント設備の企画、設計、製作、監理、施
工、販売、コンサルティングを行っております。

建
築
設
備

ビル空調衛生 空気調和設備、給排水衛生設備、防災設備、厨房設備、
地域冷暖房施設、原子力関連施設

産業空調 産業空調設備、クリーンルーム設備、医薬・食品製造施設、
環境制御装置、冷凍・冷蔵装置

電気 電気設備、電気通信設備、通信関連施設、電気土木

ファシリティシステム

オフィス等ワークプレイス構築・移転の設計、
プロジェクトマネジメント・コンサルティング、ＩＣＴコンサルティング、
中央監視・自動制御設備、情報通信システム、
危機管理（ＢＣＰ）ソリューション、ＩＰ電話システム、
セキュリティシステム、スマートビルソリューション

プ
ラ
ン
ト
設
備

機械システム
ＦＡシステム、物流システム、クリーン搬送システム、
空港手荷物・貨物ハンドリングシステム、搬送情報制御システム、
医薬ハンドリングシステム、標準コンベヤ

環境システム
上水・下水処理設備、一般及び産業廃棄物処理・再生設備、
汚泥再生処理設備、産業用排水・排ガス処理設備、
食品・化学等産業用プラント設備

８．主要な事業所
当社 本社 東京都中央区明石町８番１号

支社 東京支社（東京都中央区） 関西支社（大阪市） 中部支社（名古屋市）
支店 九州支店（福岡市） 北海道支店（札幌市） 中国支店（広島市）

東北支店（仙台市） 北陸支店（富山市） 横浜支店（横浜市）
関東支店（さいたま市） 千葉支店（千葉市） 茨城支店（土浦市）
京都支店（京都市） 神戸支店（神戸市） 四国支店（高松市）
静岡支店（静岡市） 豊田支店（豊田市） 三河支店（刈谷市）

総合研修・
研究施設 三機テクノセンター（大和市）

子会社 国内 三機テクノサポート株式会社（東京都中央区）
三機産業設備株式会社（大和市）
三機化工建設株式会社（東京都中央区）
三機環境サービス株式会社（東京都中央区）
三機パートナーズ株式会社（東京都中央区）

海外 AQUACONSULT Anlagenbau GmbH（オーストリア）
THAI SANKI ENGINEERING & CONSTRUCTION CO.,LTD.（タイ）

（注）2018年10月11日付で、神奈川県大和市に「三機テクノセンター」を新設いたしました。
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９．従業員の状況
❶企業集団の従業員の状況

従業員数 前期末比増減

2,394名 10名増

❷当社の従業員の状況
従業員数 前期末比増減 平均年令 平均勤続年数

1,967名 2名減 43.0才 18.3年

10．主要な借入先
借入先 借入額

株式会社三井住友銀行 2,690百万円

三井住友信託銀行株式会社 1,202百万円

株式会社りそな銀行 1,120百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 982百万円

株式会社横浜銀行 960百万円

11．その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2 会社の株式に関する事項
１．発行可能株式総数 192,945,000株

２．発行済株式総数 62,661,156株（自己株式 3,067,694株を含む）

３．株 主 数 3,381名（対前期末 138名増）

４．大 株 主（上位10名）
　

株主名 持株数 持株比率

明治安田生命保険相互会社 5,700千株 9.56％

三井生命保険株式会社 4,864千株 8.16％

日本生命保険相互会社 3,607千株 6.05％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,018千株 5.06％

三機共栄会 2,631千株 4.41％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,351千株 3.95％

デイエフエイ インターナショナル スモール キャップ バリュー ポートフォリオ 1,313千株 2.20％

三機工業従業員持株会 1,155千株 1.94％

ジェーピー モルガン チェース バンク ３８０６８４ 1,014千株 1.70％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 1,006千株 1.69％
（注）1．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

2．当社は自己株式3,067千株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
　また、持株比率は自己株式数を控除して計算し、小数第三位を四捨五入しております。
3．三井生命保険株式会社は、2019年４月１日付で「大樹生命保険株式会社」に商号を変更しております。

５．その他株式に関する重要な事項
当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行と株主還元の実施のため、会社
法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定により、2018年11
月９日の取締役会決議に基づき、2018年11月12日から2019年１月９日の間、市場取引及び
東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付けにより、1,000千株
の自己株式を総額1,191,601千円で取得いたしました。
また、当社は、会社法第178条の規定により、2018年11月９日の取締役会決議に基づき、
2018年11月16日をもって1,000千株の自己株式を消却いたしました。
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3 会社の新株予約権等に関する事項
１．当事業年度末日における当社役員が有する新株予約権の状況

❶保有する新株予約権の数
1,250個

❷目的となる株式の種類及び数
当社普通株式 125,000株（新株予約権１個につき100株）

❸当社役員の保有状況
　

名称 行使期間
払込金額

個数 保有
者数行使価額

取締役
(社外取締役を除く)

2013年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

2013年７月12日～
2043年７月11日

579円
160個 7名

1円

取締役
(社外取締役を除く)

2014年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

2014年７月12日～
2044年７月11日

695円
170個 7名

1円

取締役
(社外取締役を除く)

2015年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション)

2015年７月11日～
2045年７月10日

896円
230個 8名

1円

取締役
(社外取締役を除く)

2016年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

2016年７月15日～
2046年７月14日

822円
230個 8名

1円

取締役
(社外取締役を除く)

2017年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

2017年７月13日～
2047年７月12日

1,186円
220個 7名

1円

取締役
(社外取締役を除く)

2018年度新株予約権
（株式報酬型ストックオプション）

2018年７月13日～
2048年７月12日

1,040円
240個 7名

1円
（注）1．「払込金額」及び「行使価額」は、いずれも１株当たりの金額です。

2．新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、当該払込金額の払込みに代
えて、当社に対して有する報酬債権をもって相殺するものとします。

3．譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
4．新株予約権の主な行使条件
（1）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役及び執行役員のいずれの地

位をも喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日
までの間に限り新株予約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとしま
す。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人のうち配偶者又は一親等の親族の１名に限り本
新株予約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとします。
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２．当事業年度中に当社使用人に交付した新株予約権の内容等
❶交付された新株予約権の数
360個

❷目的となる株式の種類及び数
　当社普通株式 36,000株(新株予約権１個につき100株)
❸当社使用人への交付状況

名称 行使期間
払込金額

個数 交付
者数行使価額

執行役員
(当社取締役を兼務
している者を除く)

2018年度新株予約権
(株式報酬型ストックオプション)

2018年7月13日～
2048年7月12日

1,040円
360個 29名

1円
（注）1．「払込金額」及び「行使価額」は、いずれも１株当たりの金額です。

2．新株予約権者は、当該払込金額の払込みに代えて、当社に対して有する報酬債権をもって相殺する
ものとします。

3．譲渡による新株予約権の取得の制限
　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要するものとします。
4．新株予約権の主な行使条件
（1）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役及び執行役員のいずれの地

位をも喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌営業日）を経過する日
までの間に限り新株予約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとしま
す。

（2）新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人のうち配偶者又は一親等の親族の１名に限り本
新株予約権を行使できます。なお、かかる行使は一括行使に限るものとします。

３．その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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４ 会社役員に関する事項
１．取締役及び監査役の氏名等

会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

取締役会長 梶 浦 卓 一 取締役会議長

代表取締役社長 長谷川 勉 社長執行役員

代表取締役 玖 村 信 夫
副社長執行役員
最高財務責任者
ＣＳＲ推進本部、主査室、
経理本部、不動産事業統括室担当

代表取締役 藤 井 日出海 副社長執行役員
情報システム室、総務人事本部担当

取締役 三 石 栄 司
専務執行役員
建築設備事業本部長
建築設備事業本部（食品機設統括室を除く）、安全衛生品質環境推進室担当

取締役 本 松 卓
専務執行役員
プラント設備事業本部長
プラント設備事業本部担当

取締役 石 田 博 一
専務執行役員
経営企画室長
経営企画室担当

取締役 工 藤 正 之
常務執行役員
ファシリティシステム事業部、海外事業部、
建築設備事業本部食品機設統括室担当

取締役 古 村 昌 人

取締役
社 外
独立役員

山 本 幸 央

取締役
社 外
独立役員

額 賀 信

取締役
社 外
独立役員

柏 倉 和 彦

常勤監査役 福 井 博 俊

常勤監査役 人 見 悦 司

監査役 社 外 井 口 武 雄
三井住友海上火災保険株式会社名誉顧問
株式会社カネカ社外取締役
キッコーマン株式会社社外取締役

監査役
社 外
独立役員

則 定 衛 弁護士（京橋中央法律事務所）

監査役
社 外
独立役員

藤 田 昇 三
弁護士（藤田昇三法律事務所）
アセットマネジメントＯｎｅ株式会社社外取締役監査等委員
株式会社エコス社外取締役
文化シヤッター株式会社社外取締役監査等委員
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（注）1．取締役 工藤正之、古村昌人、柏倉和彦、監査役 人見悦司、藤田昇三の各氏は、2018年６月27
日開催の第94回定時株主総会において、新たに選任され就任いたしました。

　 なお、古村昌人氏は、同定時株主総会終結の時をもって、監査役を辞任により退任いたしました。
2．取締役 西尾弘樹氏は、2018年６月27日開催の第94回定時株主総会終結の時をもって、任期満
了により退任いたしました。

3．取締役 柏倉和彦氏は、2018年６月28日付でＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社の代表取締
役会長を退任しております。また、同氏は2018年６月29日付で室町殖産株式会社の社外監査役を
退任しております。

4．監査役 藤田昇三氏は、2019年１月31日付で奥野総合法律事務所・外国法共同事業を退所し、
2019年２月４日付で藤田昇三法律事務所を開設しております。

5．取締役 山本幸央、額賀 信、柏倉和彦の各氏は、社外取締役であります。
6．監査役 井口武雄、則定 衛、藤田昇三の各氏は、社外監査役であります。
7．取締役 山本幸央、額賀 信、柏倉和彦、監査役 則定 衛、藤田昇三の各氏は、東京証券取引所
が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員であります。

8．監査役 人見悦司氏は、当社の経理・財務部門に長年在籍し、財務・会計分野に精通しており、財
務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

9．当社は、執行役員制度を導入しております。
2019年３月31日現在の執行役員は次のとおりであります。

　

社長執行役員 長谷川 勉 執行役員 名 取 秀 雄
副社長執行役員 玖 村 信 夫 執行役員 宮 﨑 和 夫
副社長執行役員 藤 井 日出海 執行役員 富 田 弘 明
専務執行役員 三 石 栄 司 執行役員 矢 野 憲 一
専務執行役員 本 松 卓 執行役員 川 辺 善 生
専務執行役員 石 田 博 一 執行役員 泉 和 男
常務執行役員 齊 藤 一 男 執行役員 穴 口 常 明
常務執行役員 白 木 博 之 執行役員 苅 部 郁 生
常務執行役員 杉 浦 繁 執行役員 飯 嶋 和 明
常務執行役員 國 廣 正 年 執行役員 太 田 伸 祐
常務執行役員 廣 瀨 幹 男 執行役員 苑 田 敬治郎
常務執行役員 朝 倉 和 昭 執行役員 山 中 庸 詳
常務執行役員 福 田 順 一 執行役員 松 本 昌 彦
常務執行役員 工 藤 正 之 執行役員 門 脇 公 夫

執行役員 鹿 田 晃 彦
執行役員 成 瀬 安 計
執行役員 勝 野 耕 治
執行役員 本 川 忠 行
執行役員 青 木 伸 一
執行役員 中 村 諭 史
執行役員 野 口 哲
執行役員 岩 﨑 恭 士
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２．責任限定契約の内容の概要
当社と取締役梶浦卓一氏、古村昌人氏、社外取締役及び監査役は、会社法第423条第１項の賠

償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、金１千万円と法令
の定める最低限度額とのいずれか高い額であります。

　
３．取締役及び監査役の報酬等の額
　

区分 支払人員 支払総額
取締役

（うち社外取締役）
１３名
（４名)

603,810千円
（32,400千円)

監査役
（うち社外監査役）

６名
（３名)

104,700千円
（29,700千円)

（注）1．取締役及び監査役の支払人員には、2018年６月27日開催の第94回定時株主総会の終結の時をも
って退任した取締役１名及び監査役１名が含まれております。

2．報酬等の額には、役員賞与引当金繰入額として取締役分150,100千円及び監査役分21,000千円が
それぞれ含まれております。

3．報酬等の額には、2018年６月27日開催の取締役会決議により、株式報酬型ストックオプションと
して取締役７名に付与した新株予約権24,960千円が含まれております。

4．株主総会の決議による取締役の報酬限度額は年額650百万円以内（うち社外取締役分は年額50百
万円以内）であります。
（2018年６月27日開催の第94回定時株主総会決議）

5．株主総会の決議による監査役の報酬限度額は年額120百万円であります。
（2018年６月27日開催の第94回定時株主総会決議）
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４．社外役員に関する事項
❶他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等の関係

　

氏名 地位 重要な兼職の状況

山 本 幸 央 社外取締役 　

額 賀 信 社外取締役

柏 倉 和 彦 社外取締役

井 口 武 雄 社外監査役
三井住友海上火災保険株式会社名誉顧問
株式会社カネカ社外取締役
キッコーマン株式会社社外取締役

則 定 衛 社外監査役 弁護士（京橋中央法律事務所）

藤 田 昇 三 社外監査役
弁護士（藤田昇三法律事務所）
アセットマネジメントＯｎｅ株式会社社外取締役監査等委員
株式会社エコス社外取締役
文化シヤッター株式会社社外取締役監査等委員

（注）1．柏倉和彦氏は、ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社の代表取締役会長を兼職しておりました
が、2018年６月28日付で退任しております。なお、当社と同社との間には特別の関係はありませ
ん。
また、同氏は室町殖産株式会社の社外監査役を兼職しておりましたが、2018年６月29日付で退任
しております。なお、当社と同社との間には特別の関係はありません。

2．井口武雄氏は、三井住友海上火災保険株式会社の名誉顧問を兼職しており、当社は、同社と建築設
備工事請負契約及び損害保険契約等の取引があります。
また、同氏は、株式会社カネカの社外取締役を兼職しており、当社は、同社と建築設備工事請負契
約の取引があります。
また、同氏は、キッコーマン株式会社の社外取締役を兼職しておりますが、当社と同社との間には
特別の関係はありません。

3．則定 衛氏は、京橋中央法律事務所を主宰しておりますが、当社と同事務所との間には特別の関係
はありません。

4．藤田昇三氏は、奥野総合法律事務所・外国法共同事業の弁護士を兼職しておりましたが、2019年
１月31日付で同事務所を退所し、2019年２月４日付で藤田昇三法律事務所を開設しております。

　 なお、当社と両事務所との間には特別の利害関係はありません。
　 また、同氏は、アセットマネジメントＯｎｅ株式会社の社外取締役監査等委員を兼職しており、当
社は、同社と建築設備工事請負契約等の取引があります。

　 また、同氏は、株式会社エコスの社外取締役を兼職しておりますが、当社と同社との間には特別の
関係はありません。

　 また、同氏は、文化シヤッター株式会社の社外取締役監査等委員を兼職しておりますが、当社と同
社との間には特別の関係はありません。
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❷社外役員の主な活動状況
　

氏名 地位 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況 発言状況

山 本 幸 央 社外取締役 100％
（13回／13回） ― 主に経験豊富な経営者の観点から有用な発言を

行っております。

額 賀 信 社外取締役 100％
（13回／13回） ― 主に経験豊富な経営者の観点から有用な発言を

行っております。

柏 倉 和 彦 社外取締役 100％
（11回／11回） ― 主に経験豊富な経営者の観点から有用な発言を

行っております。

井 口 武 雄 社外監査役 76％
（10回／13回）

77％
（７回／９回）

主に経験豊富な経営者の観点から有用な発言を
行っております。

則 定 衛 社外監査役 100％
（13回／13回）

100％
（９回／９回）

主に弁護士としての専門的見地から発言を行っ
ております。

藤 田 昇 三 社外監査役 90％
（10回／11回）

100％
（７回／７回）

主に弁護士としての専門的見地から発言を行っ
ております。
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5 会計監査人の状況
１．会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人
　
２．当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

❶当社の会計監査人としての報酬等の額 74百万円
❷当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計 74百万円

　

（注）1．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記金額はこれらの合計額で記
載しております。

2．監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料を入手し、報告を受けるほか、
監査計画の内容、監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切かどうかを検討した結
果、会計監査人の報酬等の額について合理的な水準であると判断し、同意をしております。

　
３．非監査業務の内容

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託
しておりません。
　
４．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
　
５．会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

❶会社法第340条第１項各号に定める事項に該当すると判断される場合
❷会社法、公認会計士法等の法令違反による懲戒処分又は監督官庁からの処分を受けた場合
❸会計監査人として、監査品質、品質管理、独立性又は総合的能力等の観点から監査を適切
に遂行することが不十分であると判断される場合
監査役会は、上記①に該当すると判断される場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監
査人を解任いたします。また、上記②又は③に該当した場合は、必要に応じて株主総会に提
出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　
６．会計監査人が現に受けている業務停止処分

該当事項はありません。
　
７．会計監査人の辞任又は解任に関する事項

該当事項はありません。
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6 会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保するための体制

当社は、業務の適正を確保するために必要な体制の整備に関する基本方針（内部統制シス
テム基本方針）を定めており、その内容は以下のとおりであります。
❶当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
ⅰ．企業倫理規程に基づき、社長執行役員を委員長とする企業倫理委員会を中心に、三機
工業グループコンプライアンス宣言、三機工業グループ行動規範・行動指針及び三機工
業グループ行動基準等の浸透を図り、コンプライアンス推進活動を実施する。
ⅱ．法令遵守等に関する研修を行い、コンプライアンス意識の浸透を図る。
ⅲ．内部監査部門等により、遵法の指導、モニタリングを実施し、コンプライアンスを強
化する。
ⅳ．通報窓口を活用し、社内の自浄作用を働かせ、不祥事の未然防止を図る。
ⅴ．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度でこ
れを排除する。
ⅵ．万一コンプライアンスに反した事態が発生した場合は、就業規程等により厳正に対処
する。

　
❷取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
法令の定め及び社内規則（文書保管・保存規則、情報セキュリティリスク管理規則等）に
則り、適切な保存・管理を行い、その状況を確認する。

　
❸当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ⅰ．経営リスク（コンプライアンス、情報セキュリティ、品質、損益、環境、災害などに
係るリスク）については、リスク管理委員会を設置し、全社のリスクを一元的に管理す
る。リスク管理委員会のもとに分科会を設け、特定のリスクについて評価、コントロー
ルを行う。
ⅱ．新たに生じたリスクへの対応のために必要な場合、社長執行役員は速やかに対応部署
及び責任執行役員を定める。重要な経営判断を要する事項については、その重要度に応
じて経営会議、取締役会において判断する。
ⅲ．財務報告に係る内部統制規程、経理規程等に則り、財務報告の適正性を確保する。

　

宝印刷株式会社 2019年05月31日 19時31分 $FOLDER; 43ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



事業報告

42

❹取締役及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ⅰ．執行役員制度、組織規程・職務分掌規程等の社内規則の整備、経営会議、執行役員会
等での審議・報告により経営効率の向上、意思決定の迅速化を図る。
ⅱ．子会社に対し当社の職務分掌、指揮命令系統及び意思決定その他の組織に関する基準
に準拠した体制を構築させる。

　
❺当社グループにおける業務の適正を確保するための体制及び子会社の取締役の職務の執行
に係る事項の当社への報告に関する体制
ⅰ．子会社の重要な組織・経理・業務・財務状況等に関しては、子会社管理規則に則り、
それぞれの子会社の担当執行役員及び担当部署への速やかな報告、承認を通じて管理す
る。
ⅱ．内部監査部門による定期的な監査により実施状況を確認する。

　
❻監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ⅰ．監査役は、必要があるときは、取締役に対して監査役スタッフの派遣を求めることが
できる。また、監査役スタッフは、監査役の指揮命令に従わなければならない。
ⅱ．監査役スタッフの人事異動に際しては、人事担当執行役員は、事前に監査役の同意を
得るものとする。
ⅲ．監査役は、取締役会、経営会議、企業倫理委員会、執行役員会その他重要な会議に出
席する。
ⅳ．監査役は、役員・従業員から報告・重要な書類の提示を受け、また、内部監査部門か
ら内部監査の報告を受ける。
ⅴ．子会社の取締役・監査役及び従業員（以下「子会社の役職員」という。）は、監査役
から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行
う。
ⅵ．子会社の役職員及びこれらの者から報告を受けた者は、監査役に報告する必要がある
と判断した事項について、直接又は間接的に監査役に報告することができる。
ⅶ．監査役に報告を行った当社グループの取締役及び従業員は、当該報告をしたことを理
由として不利な取り扱いを受けることはない。
ⅷ．監査役が、その職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をした場合は、速や
かに当該費用の支払いを行う。
ⅸ．監査役は、内部監査部門及び会計監査人と随時協議し、必要な場合は内部監査部門に
対して特定事項の調査を依頼することができる。
ⅹ．監査役は、当社グループの取締役及び従業員に対して業務執行に関する必要な事項の
調査・説明を求めることができる。調査・説明を求められた当社グループの取締役及び
従業員は、速やかに適切な調査・説明を行わなければならない。
ⅺ．社長執行役員は、監査役と定期的に意見交換を行う。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
❶法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社は、当社グループの全役員・従業員が守るべき行動規範として、三機工業グループコ
ンプライアンス宣言、三機工業グループ行動規範・行動指針及び三機工業グループ行動基準
等を制定しております。また、企業倫理委員会が中心となり、当社グループの全員が高い倫
理観を持って責任ある行動をとるように施策を検討し、企業倫理研修及びアンケートによる
モニタリングにより、コンプライアンス意識のさらなる向上に努めております。
　また、企業倫理全般に関する通報窓口に加え、経営陣から独立した立場にある常勤監査役
への通報窓口、さらに、女性の活躍をバックアップし、働きやすい職場環境づくりを目指し
て、女性向け相談窓口を運用しております。
企業倫理委員会の審議結果及び内部通報制度の運用状況は、定期的に取締役会へ報告し、
当期からは内部通報制度の運用状況を、当社グループ内へ公開しております。
　
❷情報の保存及び管理に関する体制
当社は、株主総会、取締役会などの議事録を法令の定め及び社内規則に則り、適切に保
存・管理を行い、その状況を内部監査部が確認しております。
　
❸損失の危険の管理に関する体制
当社は、リスク管理委員会が中心となり、当社グループ内の想定されるリスクを抽出し、
未然防止策と対応策を決定しております。リスク管理委員会では経営全般のリスクをはじめ
として、自然災害、情報セキュリティ、海外子会社等のリスクについて、リスク対策の有効
性を検証しております。
リスク管理委員会での審議結果は、定期的に取締役会へ報告しております。
さらに当期は、大規模災害への対策として、当社グループ内の情報共有を迅速に行うため
の、ＢＣＰポータルサイトを構築いたしました。
情報セキュリティ対策といたしましては、当社グループの全員は、毎年定期的に、ガイド
ラインに準拠した情報セキュリティに関する研修を通じてリスク管理意識の浸透に努めてお
ります。
さらに、海外子会社におけるリスク対策といたしまして、海外グループ会社からのリスク
報告を検証しております。
経営全般のリスク管理の浸透状況は、内部監査部が定例内部監査を通じて確認しておりま
す。
　
❹効率的な職務執行を確保するための体制
当社は、取締役会を開催し、法令や定款に定める事項や業務執行に関する事項の決定のほ
か、業務執行が適切に行われていることを監督しております。経営会議では、付議及び報告
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の基準に則って、職務の執行を効率的に行うことができる体制としております。
また、社外役員を構成員とする社外役員連絡会では、必要な情報の交換と認識の共有を行
い、経営の監督機能を強化しております。
　
❺企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、組織規程及び職務分掌規程等に当社の機構、職務分掌、職制及び職務権限の大綱
を規定し、業務の組織的運営を行っております。
当社グループ各社におきましても、重要な事項は取締役会で決定し、業務の適正を確保す
る体制としております。
また、エンジニアリングをつうじて快適環境を創造し広く社会の発展に貢献する、という

「三機工業グループ経営理念」において、当社グループの目指すべきところや社会における
存在意義を示し、当社グループ全役員・従業員が経営理念の価値観を共有しております。
当期は、当社グループの長期ビジョン “Century 2025” Phase１の「質」を高める３年
間の集大成の年でした。「質」を高める取り組みを継続しながら、2019年度を初年度とする
Phase２では、あらゆるステークホルダーからの「信頼」を高め、企業価値のさらなる向上
を目指しております。
　
❻監査役の実効的な監査を確保するための体制
監査役は、代表取締役、会計監査人及び内部監査部との間でそれぞれ定期的に意見交換の
場を持つほか、常勤監査役は、経営会議、長期計画委員会、総合予算会議、リスク管理委員
会、執行役員会など重要な会議に出席し、内部統制システムの運用状況の確認を行っており
ます。
また、常勤監査役は、内部監査部門と定期的に情報交換・意見交換を行って、監査の実効
性の向上を図るほか、当社グループ各社の社長及び監査役と定期的に意見交換を行って、当
社グループ全体の内部統制に関する状況の把握を行っております。
さらに、会計監査人と必要な都度、情報交換を行い、監査の独立性と適正性を監視しつ
つ、監査計画及び監査結果の報告を受けるなど連携を取りながら監査の実効性の向上を図っ
ております。
　

３．反社会的勢力排除に向けた体制
❶反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度
でこれを排除することを基本方針としております。

　
❷反社会的勢力排除に向けた体制の整備状況
ⅰ．三機工業グループ行動規範・行動指針に反社会的勢力への対応方針を記載するととも
に、研修によりこれを社内に周知徹底しております。
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ⅱ．反社会的勢力に関する情報収集に努め、外部専門機関と連携をとりながら、反社会的
勢力との関係の遮断、排除に努めております。
ⅲ．反社会的勢力からの接触には、総務人事本部を対応統括部署とし、各事業所における
不当要求防止担当部署と緊密に連携をとりながら毅然とした態度で対応しております。

　
４．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社では、株主に対する利益の還元を経営上重要な施策の一つとして位置づけておりま
す。株主に対する利益還元策の基本は配当政策と認識しており、これまでも事業の継続的発
展と株主に対する短期的な還元とのバランスを考慮し、安定的な配当を基本としつつ業績等
に応じて増配を実施してまいりました。今後もこの方針を基本としつつも、株主・投資家等
社会の要請をふまえ、自己株式買取等も含めた総合的な株主還元策を検討してまいりたいと
存じます。
当期の期末配当金は普通配当20円に特別配当20円を加えた40円を予定しております。な
お、１株につき20円の中間配当を実施しておりますので、当期の配当金は１株につき、あ
わせて60円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表（2019年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 預 金
受取手形・完成工事未収入金等
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 ・ 構 築 物
機械、運搬具及び工具器具備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退 職 給 付 に 係 る 資 産
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

141,342
42,612
85,243
6,562
2,000
2,049
558
2,316
△0

53,979
14,329
9,373
365
3,450
392
747
688

38,961
27,879
111
4,411
1,479
336
1,264
5,559
△2,082

流 動 負 債 91,317
支払手形・工事未払金等 68,286
短 期 借 入 金 6,874
リ ー ス 債 務 392
未 払 法 人 税 等 2,510
未 成 工 事 受 入 金 3,395
賞 与 引 当 金 4,180
役 員 賞 与 引 当 金 242
完 成 工 事 補 償 引 当 金 360
工 事 損 失 引 当 金 480
そ の 他 4,594

固 定 負 債 14,232
長 期 借 入 金 5,220
リ ー ス 債 務 280
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,120
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 52
損 害 賠 償 引 当 金 190
繰 延 税 金 負 債 40
そ の 他 5,328

負 債 合 計 105,549
純 資 産 の 部

株 主 資 本 81,836
資 本 金 8,105
資 本 剰 余 金 4,181
利 益 剰 余 金 73,250
自 己 株 式 △3,700

その他の包括利益累計額 7,704
その他有価証券評価差額金 9,450
為替換算調整勘定 △94
退職給付に係る調整累計額 △1,652

新 株 予 約 権 231
純 資 産 合 計 89,772

資 産 合 計 195,321 負 債 純 資 産 合 計 195,321

宝印刷株式会社 2019年05月31日 19時31分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

47

連 結 損 益 計 算 書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
（単位：百万円）

売 上 高
完 成 工 事 高 210,245
不 動 産 事 業 等 売 上 高 2,069 212,314

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 179,255
不 動 産 事 業 等 売 上 原 価 1,375 180,630
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 30,990
不 動 産 事 業 等 総 利 益 694 31,684

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 21,046
営 業 利 益 10,637

営 業 外 収 益
受 取 利 息 20
受 取 配 当 金 596
廃 材 処 分 収 入 171
そ の 他 202 991

営 業 外 費 用
支 払 利 息 142
保 険 解 約 損 57
そ の 他 224 424
経 常 利 益 11,204

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,516
違 約 金 収 入 601 2,118

特 別 損 失
減 損 損 失 808
固 定 資 産 売 却 損 62
固 定 資 産 除 却 損 165
環 境 対 策 費 用 178
事 務 所 移 転 費 用 15
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 197
関 係 会 社 支 援 損 379
損 害 賠 償 引 当 金 繰 入 額 190 1,996
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 11,326
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 4,385
法 人 税 等 調 整 額 △2,105 2,279
当 期 純 利 益 9,046
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 －

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 9,046
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連結株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 8,105 4,182 67,844 △3,736 76,395
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,423 △2,423
親会社株主に帰属する当期純利益 9,046 9,046
自己株式の取得(単元未
満 株 式 の 買 取 を 含 む ) △1,191 △1,191
自 己 株 式 の 処 分 △4 14 10
自己株式処分差損の振替 3 △3 －
自 己 株 式 の 消 却 △1,213 1,213 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △1 5,406 36 5,441
当 期 末 残 高 8,105 4,181 73,250 △3,700 81,836

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計そ の 他

有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 11,687 △12 △2,058 9,616 179 86,191
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △2,423
親会社株主に帰属する当期純利益 9,046
自己株式の取得(単元未
満 株 式 の 買 取 を 含 む ) △1,191
自 己 株 式 の 処 分 10
自己株式処分差損の振替 　 －
自 己 株 式 の 消 却 －
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △2,237 △81 406 △1,912 52 △1,860

当 期 変 動 額 合 計 △2,237 △81 406 △1,912 52 3,581
当 期 末 残 高 9,450 △94 △1,652 7,704 231 89,772
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貸 借 対 照 表（2019年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
完 成 工 事 未 収 入 金
有 価 証 券
未 成 工 事 支 出 金
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
立 替 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
保 険 積 立 金
長 期 性 預 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

129,889
39,034
2,333
6,428
74,484
2,000
1,884
217
2,009
1,496
54,229
14,229
9,397
130
13
0

307
3,448
183
747
654

39,344
27,307
510
643
58
392
128
710
5,477
1,368
336
1,510
3,161
△2,259

流 動 負 債 90,170
支 払 手 形 6,549
工 事 未 払 金 59,527
短 期 借 入 金 6,874
リ ー ス 債 務 189
未 払 金 2,841
未 払 法 人 税 等 1,626
未 成 工 事 受 入 金 3,289
預 り 金 4,667
賞 与 引 当 金 3,570
役 員 賞 与 引 当 金 171
完 成 工 事 補 償 引 当 金 351
工 事 損 失 引 当 金 476
そ の 他 33

固 定 負 債 12,309
長 期 借 入 金 5,220
リ ー ス 債 務 269
退 職 給 付 引 当 金 1,141
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 52
損 害 賠 償 引 当 金 190
従 業 員 預 り 金 2,731
長 期 預 り 保 証 金 2,198
繰 延 税 金 負 債 106
そ の 他 398

負 債 合 計 102,479
純 資 産 の 部

株 主 資 本 71,956
資 本 金 8,105
資 本 剰 余 金 4,181
資 本 準 備 金 4,181
利 益 剰 余 金 63,370
利 益 準 備 金 2,026
そ の 他 利 益 剰 余 金 61,344
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,363
別 途 積 立 金 46,110
繰 越 利 益 剰 余 金 13,871

自 己 株 式 △3,700
評価・換算差額等 9,450
その他有価証券評価差額金 9,450
新 株 予 約 権 231
純 資 産 合 計 81,638

資 産 合 計 184,118 負 債 純 資 産 合 計 184,118
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損 益 計 算 書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
（単位：百万円）

売 上 高
完 成 工 事 高 190,256
不 動 産 事 業 等 売 上 高 1,926 192,183

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 163,461
不 動 産 事 業 等 売 上 原 価 1,358 164,820
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 26,795
不 動 産 事 業 等 総 利 益 567 27,362

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,301
営 業 利 益 8,060

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,467
受 取 保 険 金 58
そ の 他 283 1,810

営 業 外 費 用
支 払 利 息 137
保 険 解 約 損 57
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50
そ の 他 215 461
経 常 利 益 9,408

特 別 利 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,516
違 約 金 収 入 601 2,118

特 別 損 失
減 損 損 失 814
固 定 資 産 売 却 損 62
固 定 資 産 除 却 損 165
環 境 対 策 費 用 178
事 務 所 移 転 費 用 15
関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 197
関 係 会 社 支 援 損 379
損 害 賠 償 引 当 金 繰 入 額 190 2,002
税 引 前 当 期 純 利 益 9,524
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,279
法 人 税 等 調 整 額 △1,834 1,445
当 期 純 利 益 8,079
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株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別途積立金 繰越利益剰 余 金

当 期 首 残 高 8,105 4,181 1 4,182 2,026 1,383 46,110 9,411 58,931 △3,736 67,482
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 △20 20 ― ―
剰 余 金 の 配 当 △2,423 △2,423 △2,423
当 期 純 利 益 8,079 8,079 8,079
自己株式の取得（単元未満
株 式 の 買 取 を 含 む） △1,191 △1,191
自 己 株 式 の 処 分 △4 △4 14 10
自己株式処分差損の振替 3 3 △3 △3 ―
自 己 株 式 の 消 却 △1,213 △1,213 1,213 ―
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △1 △1 ― △20 ― 4,460 4,439 36 4,474
当 期 末 残 高 8,105 4,181 ― 4,181 2,026 1,363 46,110 13,871 63,370 △3,700 71,956

評価・換算差額等
新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 11,687 11,687 179 79,349
当 期 変 動 額
固定資産圧縮積立金の取崩 ―
剰 余 金 の 配 当 △2,423
当 期 純 利 益 8,079
自己株式の取得（単元未満
株 式 の 買 取 を 含 む） △1,191
自 己 株 式 の 処 分 10
自己株式処分差損の振替 ―
自 己 株 式 の 消 却 ―
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額（純 額) △2,237 △2,237 52 △2,185

当 期 変 動 額 合 計 △2,237 △2,237 52 2,289
当 期 末 残 高 9,450 9,450 231 81,638
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年５月13日

三 機 工 業 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

EY 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 和 臣 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 嵯 峨 貴 弘 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、三機工業株式会社の2018年４月１日から2019年
３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、三機工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2019年５月13日

三 機 工 業 株 式 会 社
　 取 締 役 会 御 中

EY 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 村 和 臣 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 嵯 峨 貴 弘 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、三機工業株式会社の2018年４月１日から
2019年３月31日までの第95期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　当監査役会は、2018年４月１日から2019年３月31日までの第95期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき審議の結果、監査役全員の一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査
部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応
じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査
人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務
の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する
事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　 会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は、相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　 会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は、相当であると認めます。
　 2019年５月13日

三機工業株式会社 監査役会
常勤監査役 福 井 博 俊 ㊞
常勤監査役 人 見 悦 司 ㊞
社外監査役 井 口 武 雄 ㊞
社外監査役 則 定 衛 ㊞
社外監査役 藤 田 昇 三 ㊞

　

以 上
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